
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電
子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。
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連結注記表
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)
１.  連結の範囲に関する事項

(1)  連結子会社の状況
連結子会社の数　　　10社
連結子会社の名称

ベルテクス株式会社
ベルテクス建設株式会社
株式会社ホクコンプロダクト
九州ベルテクス株式会社
株式会社IKK
ホクコンマテリアル株式会社
株式会社ウイセラ
アイビーソリューション株式会社
プロフレックス株式会社
ベルテクス・テクノロジーズ株式会社

連結の範囲の変更
当連結会計年度において、当社は株式会社IHI建材工業の全株式の取得を2025年10月1日に完了

し、同時に商号を株式会社IKKに変更しております。また、2026年2月5日付で当社の連結子会社と
してベルテクス・テクノロジーズ株式会社を設立しております。

また、連結子会社であった北関コンクリート工業株式会社は、2026年3月18日をもって清算結了
したため、連結の範囲から除外しております。なお、清算結了までの損益計算書については連結して
おります。

(2)  主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称

Vertex Tec Vietnam Co., Ltd.
連結範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰
余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

(3)  議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等のうち子会社としなかった会社等の名称等
該当事項はありません。

(4)  支配が一時的であることと認められること等により、連結の範囲から除かれた子会社の財産又は損益
に関する事項

該当事項はありません。
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２.  持分法の適用に関する事項
(1)  持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数　　　１社
主要な関連会社の名称

株式会社エヌエクス

(2)  持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な非連結子会社の名称

Vertex Tec Vietnam Co., Ltd.
持分法を適用しない理由

持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合
う額）等からみて、持分法の対象から除いても、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体
としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(3)  議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している会社等のうち関連会
社としなかった会社等の名称等

該当事項はありません。

(4)  持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
該当事項はありません。

３.  連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

４.  会計方針に関する事項
(1)  重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

②　デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）の評価基準及び評価方法
時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
1.  商品、製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品…総平均法
2.  未成工事支出金…個別法
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(2)  重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

1.　定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以
降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

2.　取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として３年間で
均等償却する方法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）による定額法、それ以

外の無形固定資産については定額法によっております。
③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

④　長期前払費用
均等償却によっております。なお、主な償却期間は、５年であります。

(3)  重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う

分を計上しております。
③　株主優待引当金

株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度以降に発生すると見込まれる額
を計上しております。

④　受注損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係る損失見込額

を計上しております。
⑤　株式給付引当金

従業員株式付与規程に基づく従業員の当社株式又は金銭の給付に備えるため、当連結会計年度末
に係る要給付額を見積り計上しております。

(4)  重要な収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
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①　コンクリート事業
コンクリート事業においては、各種コンクリート製品の製造及び販売、コンクリート製品を設置

する工事を行っております。このような商品及び製品の販売については、製品を顧客に引き渡した
時点で収益を認識しております。なお、商品の販売のうち、連結子会社が代理人に該当すると判断
したものについては、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う
額を控除した純額を収益として認識しております。

工事については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、期間がごく短い工事を除
いて履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る
進捗度の見積りの方法は、工事原価総額に対する工事発生原価の割合（インプット法）で算出して
おります。

②　パイル事業
パイル事業においては、各種工法によるパイル製品の製造及び販売、パイル製品を設置する工事

を行っております。このような商品及び製品の販売については、製品を顧客に引き渡した時点で収
益を認識しております。なお、商品の販売のうち、連結子会社が代理人に該当すると判断したもの
については、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除
した純額を収益として認識しております。

工事については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、期間がごく短い工事を除
いて履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る
進捗度の見積りの方法は、工事原価総額に対する工事発生原価の割合（インプット法）で算出して
おります。

③　斜面防災事業
斜面防災事業においては、各種防災製品の製造及び販売、防災製品を設置する工事を行っており

ます。このような商品及び製品の販売については、製品を顧客に引き渡した時点で収益を認識して
おります。なお、商品の販売のうち、連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、
他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収
益として認識しております。

工事については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、期間がごく短い工事を除
いて履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る
進捗度の見積りの方法は、工事原価総額に対する工事発生原価の割合（インプット法）で算出して
おります。

④　セグメント事業
セグメント事業においては、トンネルセグメント製品の製造及び販売を行っております。このよ

うな商品及び製品の販売については、製品を顧客に引き渡した時点で収益を認識しております。
なお、顧客からの要請に基づき、顧客による製品の検収が行われる場合には、その時点で収益認

識（請求済未出荷売上）しております。

(5)  退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、期間定額基準によっております。
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②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
発生時の連結会計年度に費用処理しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(6)  のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積り、均等償却しております。
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(会計上の見積りに関する注記)
のれんの評価

(1)  当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
当連結会計年度において、のれん2,771,833千円を計上しております。

(2)  識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当社は、2022年10月4日付でプロフレックス株式会社の全株式を取得し、連結子会社化した際
にのれんが発生しております。

プロフレックス株式会社の株式の取得原価を決定するにあたっては、外部専門家を利用し、同社
の事業計画を基礎とする将来キャッシュ・フローの割引現在価値等に基づき算定された株式価値評
価を基礎として決定しており、のれんは超過収益力を検討して計上しております。

のれんについては、減損の兆候の有無を検討し、減損の兆候を識別した場合には、のれんの残存
償却期間に対応する期間における割引前将来キャッシュ・フローを事業計画に基づいて算定し、帳
簿価額と比較して減損損失の認識の要否を判定しています。減損損失の認識が必要と判定された場
合、当該のれんについては、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識していま
す。当連結会計年度においては、取得原価のうち、のれんに配分された金額が相対的に多額である
ため、減損の兆候があると判定しておりますが、最新の事業計画に基づくのれんの残存償却期間に
おける割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を上回っていることから、減損損失は認識
しておりません。

②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
将来キャッシュ・フローの見積りについては対象会社の直近の事業計画達成状況、販売実績や販

売予測、対象会社を取り巻く経営環境、及び市場の動向等に基づいて策定され、対象会社の最新の
事業計画を基礎として算出しております。事業計画の主要な仮定は売上高成長率、粗利率の予測で
あり、過去の実績及び受注の獲得予測を考慮して決定しております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当該主要な仮定は、不確実性が高く、将来の予測可能な事業環境の変化などによって、将来キャ

ッシュ・フローが悪化した場合、減損損失の認識により翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与
える可能性があります。

(追加情報に関する注記)
従業員に対する株式給付信託

(1)  制度の概要
当社は、2022年５月に、当社及び当社グループ会社（以下、「当社等」といいます。）の従業員

に対するインセンティブ・プランの一環として、当社等の中長期的な業績の向上及び企業価値の増大
への当社等の従業員の貢献意欲や士気を高めるため、「従業員向け株式給付信託」（以下、「本制
度」といい、本制度に基づき設定される信託を「本信託」といいます。）を導入しております。
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建物及び構築物 108,602 千円
土地 1,484,391 千円
投資有価証券 (譲渡担保) 52,515 千円

計 1,645,508 千円

電子記録債務 3,719 千円
買掛金 26,805 千円
短期借入金 350,000 千円
長期借入金 (1年内返済長期借入金を含む) 121,858 千円

計 502,383 千円

２.  有形固定資産の減価償却累計額 30,443,310 千円

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する本信託が当社株式を取得し、あらかじめ当社
取締役会で定めた従業員株式付与規程に基づき、一定の受益者要件を満たした当社等の従業員に対
し、当社株式及び当社株式の時価相当額の金銭（以下、「当社株式等」といいます。）を給付する仕
組みです。

当社は、対象となる当社等の従業員に対して、従業員株式付与規程に基づき業績評価や貢献度に応
じてポイントを付与し、一定の受益者要件を満たした場合には、所定の手続きを行うことにより、当
該付与ポイントに応じた当社株式等を給付します。なお、当該信託設定に係る金銭は全額を当社が拠
出するため、当社等の従業員の負担はありません。

本制度の導入により、当社等の従業員は、当社株式の株価上昇による経済的利益を収受することが
できるため、株価を意識した業績向上への勤労意欲を高める効果が期待できます。また、本信託の信
託財産である当社株式についての議決権行使は、受益者要件を満たす当社等の従業員の意思が反映さ
れるため、当社等の従業員の経営参画意識を高める効果が期待できます。

上記の当連結会計年度末の負担見込額については、「株式給付引当金」として計上しております。
 

(2) 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に

自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末
352,110千円、709,900株であります。

(連結貸借対照表に関する注記)
１.  担保に供している資産及び担保付債務

(1)  担保に供している資産

(2)  担保付債務

上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
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普通株式 57,706,700 株

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会 普通株式 1,531 60.00 2025年

３月31日
2025年

６月30日

決議 株式の
種類

配当金の総額
(百万円)

配当の
原資

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2026年６月25日
定時株主総会 普通株式 1,751 利益

剰余金 35.00 2026年
３月31日

2026年
６月26日

普通株式 683,980 株

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
１.  当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

２.  配当に関する事項
(1)  配当金支払額

(注)1. 配当金の総額については、株式給付信託に対する配当金支払額22百万円を含んでおります。
2. 2025年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、2025年３

月31日を基準日とする配当につきましては、株式分割前の株式数を基準とした金額を記載して
おります。

(2)  基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(注) 配当金の総額については、株式給付信託に対する配当金支払額24百万円を含んでおります。

３.  当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的
となる株式の種類及び数

(金融商品に関する注記)
１.  金融商品の状況に関する事項

(1)  金融商品に対する取組方針
当社グループは、主にコンクリート製品及びトンネルセグメント製品の製造販売事業を行うための

設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性
の高い銀行預金で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティ
ブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)  金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒され

ております。投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場
価格の変動リスクに晒されております。また、従業員に対し長期貸付を行っております。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
(1)投資有価証券

その他有価証券 1,914,561 1,914,561 ―
(2)長期貸付金 (１年内含む) 3,162

貸倒引当金 (＊3) △0
3,161 2,955 △206

資産計 1,917,723 1,917,517 △206
(3)長期借入金 (１年内含む) 844,004 822,634 △21,369
(4)リース債務 (１年内含む) 802,509 678,338 △124,171

負債計 1,646,514 1,500,973 △145,540

営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支払期日で
あります。借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投資及び営業取引に必要
な資金の調達を目的としたものであり、返済期限は決算日後、最長で9年後であります。

(3)  金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、社内規程等に従い、営業債権について主要な取引先の状況を定期的にモニタリ
ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の
早期把握や軽減を図っております。

投資有価証券は、上場株式について定期的に時価の把握を行っております。
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照

表価額により表わされています。
②　市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先
企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持など

により流動性リスクを管理しております。

(4)  金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することもあります。

(5)  信用リスクの集中
当期の連結決算日現在における営業債権のうち特定の大口顧客に対するものはありません。

２.  金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位：千円)
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区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 274,107

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 1,914,561 ― ― 1,914,561

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 ― 2,955 ― 2,955
資産計 ― 2,955 ― 2,955

長期借入金 ― 822,634 ― 822,634
リース債務 ― 678,338 ― 678,338

負債計 ― 1,500,973 ― 1,500,973

(＊1) 「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」
「電子記録債務」「短期借入金」及び「未払法人税等」については、現金及び短期間で決済され
るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(＊2) 市場価格のない株式等は、「(1) 投資有価証券」に含まれておりません。
当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

(＊3) 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

３.  金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。

(1)  時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
(単位：千円)

(2)  時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
(単位：千円)
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(単位：千円)
連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価

2,787,033 5,522,381

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。

長期貸付金
長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その

将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引
現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。また、貸倒懸念債権の時価
は、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見
込額等を基に割引現在価値法により算定しており、時価に対して観察できないインプットによる影響
額が重要でないためレベル２の時価に分類しております。

長期借入金、並びにリース債務
これらの時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率

を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

(賃貸等不動産に関する注記)
１.  賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは、東京都及びその他の地域において賃貸用不動産及び遊休資産を有しております。
2026年３月期における当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は286,741千円（賃貸収益は売上高に、賃貸
費用は売上原価に計上）、減損損失は49,526千円（特別損失に計上）であります。

２.  賃貸等不動産の時価に関する事項

(注)1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり
ます。

2. 時価の算定方法
一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて調整した金額によっ

ております。
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(単位：千円)
報告セグメント

その他 合計コンクリ
ート事業

パイル
事業

斜面防災
事業

セグメン
ト事業 計

売上高
一時点で移転さ
れる財

28,240,415 2,764,558 4,354,955 5,623,679 40,983,608 2,982,840 43,966,449

一定の期間にわ
たり移転される
財

1,788,436 64,300 280,357 ー 2,133,094 38,728 2,171,822

顧客との契約か
ら生じる収益

30,028,852 2,828,858 4,635,313 5,623,679 43,116,703 3,021,568 46,138,272

その他の収益(注) ー ー ー ー ー 381,594 381,594

外部顧客への売
上高

30,028,852 2,828,858 4,635,313 5,623,679 43,116,703 3,403,163 46,519,866

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権 (期首残高) 10,723,442
顧客との契約から生じた債権 (期末残高) 15,839,283
契約資産 (期首残高) 212,465
契約資産 (期末残高) 319,748
契約負債 (期首残高) 363,605
契約負債 (期末残高) 804,029

(収益認識に関する注記)
１.  顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

(注) その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸料収入等であります。

２.  顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」の「４. 会計方針に関する事項

(4) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３.  当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約資産及び契約負債の残高等

(単位：千円)

契約資産は主に、工事契約等において進捗度の測定に基づいて認識した収益にかかる未請求売掛金
であり、連結貸借対照表上、流動資産の「受取手形、売掛金及び契約資産」に含まれております。

契約負債は主に、製品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負債の
「その他」に含まれております。
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１.  １株当たり純資産額 894円26銭
２.  １株当たり当期純利益 207円95銭
３.  潜在株式調整後１株当たり当期純利益 205円19銭

(１株当たり情報に関する注記)

(注)  株式給付信託により、信託口が保有する当社株式を1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益及び
潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式
に含めております。（当連結会計年度　730,123株）
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個別注記表
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
１.  資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式          移動平均法による原価法
②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの    時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原
　　　　　　　　　　　　　　　　 価は、移動平均法により算定）
市場価格のない株式等                   移動平均法による原価法

２.  固定資産の減価償却の方法
(1)  有形固定資産（リース資産を除く）

①　定率法によっております。
ただし、建物附属設備については定額法によっております。

②　取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として３年間で均
等償却する方法によっております。

(2)  無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）による定額法、それ以外

の無形固定資産については定額法によっております。

３.  引当金の計上基準
(1)  賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計
上しております。

(2)  株主優待引当金
株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度以降に発生すると見込まれる額を計上

しております。

(3)  株式給付引当金
従業員株式付与規程に基づく従業員の当社株式又は金銭の給付に備えるため、当事業年度末に係る

要給付額を見積り計上しております。

４.  収益及び費用の計上基準
当社の収益は、主に子会社からの経営指導料及び受取配当金となります。経営指導料においては、子

会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務が実施された時点で当社の
履行義務が充足されることから、当該時点で収益及び費用を認識しております。受取配当金について
は、配当金の効力発生日をもって認識しております。
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１.  資産から直接控除した減価償却累計額 11,373 千円

短期金銭債権 31,134 千円
短期金銭債務 133,037 千円
長期金銭債務 5,800,000 千円

関係会社の金融機関からの借入に対する保証債務 3,380,000 千円

営業収益 5,504,160 千円
営業取引 (支出分) 3,167 千円
営業取引以外の取引 (支出分) 56,745 千円

(会計上の見積りに関する注記)
関係会社株式の評価
(1)  当事業年度の計算書類に計上した金額

　関係会社株式（プロフレックス株式会社）　　　　2,493,818千円

(2)  識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　算出方法

関係会社株式は市場価格のない株式であり、取得原価をもって貸借対照表価額としております。当
該関係会社株式の評価にあたっては、超過収益力を反映した実質価格が著しく低下したときに減損処
理を行いますが、回復可能性が十分と見積られる場合には、減損処理を行わないことがあります。超
過収益力が当事業年度末日において維持されているか否かを評価する際には、関係会社から入手する
ことができる直近の実績データを収集し、関係会社の事業計画の達成状況や市場環境等を総合的に評
価して判断しております。

②　主要な仮定
関係会社株式の評価における重要な見積りは、取得時における超過収益力の毀損の有無の判断及び

回復可能性を合理的に判断するための事業計画に含まれる売上高及び営業利益であります。
③　翌事業年度の計算書類に与える影響

会計上の見積りに用いた仮定は不確実性を有しており、関係会社の属する市場環境や競合他社の状
況により、関係会社株式評価損を計上する可能性があります。

(貸借対照表に関する注記)

２.  関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであり

ます。

３.  保証債務

(損益計算書に関する注記)
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額
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普通株式 8,366,140 株

賞与引当金 7,260 千円
ストック・オプション 97,371 千円
投資有価証券評価損 42,989 千円
関係会社株式の税務上の簿価修正額 47,280 千円
繰越欠損金 69,015 千円
その他 22,628 千円
繰延税金資産小計 286,544 千円
評価性引当額 △283,956 千円
繰延税金資産合計 2,588 千円

子会社株式譲渡益繰延 △98,033 千円
繰延税金負債合計 △98,033 千円
繰延税金負債の純額 △95,445 千円

法定実効税率 30.6 ％
(調整)
受取配当金等永久に益金算入されない項目 △32.5 ％
住民税均等割等 0.0 ％
評価性引当額の増減額 2.6 ％
税率変更による影響額 0.0 ％
その他 △0.3 ％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.4 ％

(株主資本等変動計算書に関する注記)
当事業年度末日における自己株式の数

(注) 株式給付信託により、信託口が保有する当社株式を自己株式に含めております。
　　（当事業年度　709,900株）

(税効果会計に関する注記)
１.  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

２.  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳
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属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所

有）割合(％)

関係内容
取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)役員の

兼任等 事業上の関係

連結
子会社 ベルテクス㈱ 東京都

千代田区 100,000
コンクリー
ト二次製品
の製造販売

所有
直接 100 兼任4人

経営の管理
監督・指導
役員の兼任

経営指導料
(注①) 645,600 － －

受取配当金 4,605,197 － －
資金の借入

(注②) 600,000 長期借入金 5,800,000

支払利息 56,745 － －

連結
子会社

プロフレック
ス㈱

埼玉県さ
いたま市
見沼区

100,000 油圧関連ホ
ースの販売

所有
直接 100 － 債務の保証 債務保証

(注③) 1,380,000 － －

連結
子会社 ㈱IKK 東京都

千代田区 495,000
トンネルセ
グメントの
製造販売

所有
直接 100 － 債務の保証 債務保証

(注③) 2,000,000 － －

１.  １株当たり純資産額 194円31銭
２.  １株当たり当期純利益 89円04銭
３.  潜在株式調整後１株当たり当期純利益 87円86銭

(関連当事者との取引に関する注記)
子会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
①　経営指導料については、経営の管理、監督及び指導するための契約に基づき決定しております。
②　資金の借入については、市場金利を勘案して利率を決定しております。
③　金融機関からの借入金に対する債務保証を行っております。債務保証に係る保証料等は受領してお

りません。

(収益認識に関する注記)
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「 4.  収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであり
ます。

(１株当たり情報に関する注記)

(注) 株式給付信託により、信託口が保有する当社株式を1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益及び
潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に
含めております。（当事業年度　730,123株）
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